
 

 

 

文部科学省特別経費（プロジェクト分） 

 

教育－研究－実践をつなぐ 

組織変革型看護職育成支援プログラムの開発 

活動・成果報告書 

 

2010年度～2014年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27年 3月 

 

 

 

看護学教育研究共同利用拠点 

千葉大学大学院看護学研究科附属看護実践研究指導センター 

 





 

 ........................................................................................................................  1  
 ....................................................................................................................  1  
 ....................................................................................................................  2  

 .............................................................................................................  2  
 ...................................................................................................................................  3  

 ......................................................................................................................................  4  
 ...........................................................................................  4  
 ...........................................................................................  4  

 ..........................................................................................................................................  6  
 ....................................................................................................................  6  

 ..........  6  
 ................................................  19  

 ............................................................................................  27  
 .....................................  27  

 ...................................................................................................  30  
AR  

 ..........................................................................  32  
AR  

 ......................................................................  40 
 .......................................................................... 47 

 ........................................................................................................... 47 
 ................................................................................................... 50 

 ......................................................................................... 55 
 .............................................................................................................. 58 

 ................................................................... 58 
 ................................................................... 59 

30  ........................................................................................... 61 
 .................................................................................................................. 62 

 ........................................................................................................... 63 
 ........................................................................................................... 81 

 ................................................................................................................................. 82 
 ................................................................................................................................. 83 

 .................................................................................................................................... 85 
 ............................................................................................................................. 88 

 





 

 

 

 
 

 

1994
 

Michael,1992

1974

 
 

 

Michael, S.R. 1992 Organizational Change Techniques: Their Present, Their Future, Organization: Text, Cases, 

and Readings on the Management of Organizational Design and Change.IL: Irvin. 

1994  

1978  

－ 1 －



 
 

 
 

 

 

 
 
 
  

－ 2 －



 
  

－ 3 －



 
    
  
  

  
     24 4  

    
 

    22 4 23 3  
      22 4 23 3  

    22 4 26 3  
      26 4 27 3  

 
 
 

 
 

 
  

 
 22 4  

22 4  
  22 4  

  
23 4 24 3   24 4  

  
22 4 26 3  26 4  

 
 26 4 27 3  

 
 

 22 11  
22 11 26 3  
22 11  

 22 11 25 3  
23 4   

－ 4 －



  
25 4 26 3     

 25 4  
 25 4  

 
  

 
 22 4  
 22 4  

22 4  
 22 4 23 3  

 22 4 23 3  
  

23 4 26 3  26 4   
 

  
23 4 25 9   25

10  
 25 4  

 
 

 22 11 23 3  
 22 11 24 3  

23 4   
23 4  

 24 4 26 3    
 24 4 26 3  
 25 4 26 3  

25 4 26 3  
 

  

－ 5 －



 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

3  
 

22 10  
 

22 10  
 

22 8  
 

3  
 

 

－ 6 －



 
 

 
Gibbs Gibbs,1988

 
 

 
 

 
 

5
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
 

  

 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

－ 7 －



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

3
3

25 26
 

 
  

－ 8 －



 

。

。

。

。

。

。

。

 

－ 9 －



 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

－ 10 －



 ＜課題は明確になったが何からやってよいかわからない＞ 

動機や看護の価値に照らして、優先順位をつけることができる。 

 ＜プロジェクトの遂行が滞る・うまく進まない＞ 

滞る原因や打開点を探ることができる。 

 ＜突発的な出来事が起こり計画の修正が迫られる＞ 

軌道修正のための事実の確認とアセスメントが得られる。新たな展開が得られるチャンスにでき

ることもある。 

 ＜予想外にうまくすすんでいる時の進捗確認＞ 

良好な結果をもたらした要因の分析とそれを意図的に活用した計画の発展ができる。 

 ＜プロジェクト終了時＞ 

   プロジェクト評価と看護の観点からの成果の確認ができる。 

 ＜プロジェクト終了後、少し期間を置いた時＞ 

   客観的にプロジェクトを通した自分自身の変化を再認識し、看護管理者としての発展を確認できる。 

 

２）リフレクションポイントにおけるリフレクション 

リフレクションポイントにおけるリフレクションでは、以下の【リフレクションの要素】に基づい 

て、事実を振り返り、リフレクションをすすめる。 

   【リフレクションの要素】 

   Ⅰ：問題意識の根底にある自身の信念 

   Ⅱ：問題意識 

   Ⅲ：問題意識につながる直接的体験 

   Ⅳ：直接体験に基づく感情の揺らぎ 

   Ⅴ：変化する自組織の状況 

   Ⅵ：変化する状況における自身の立場と役割 

   Ⅶ：プロジェクトの目標 

   Ⅷ：組織変革の方法 

   Ⅸ：活用できる資源や出来事 

   Ⅹ：働きかけの結果起こった対象の変化や波及効果 

 

３）【リフレクションを促進する刺激】と期待される結果 

 【リフレクションを促進する刺激】と期待される結果について、次頁図２に示した。【リフレクショ

ンを促進する刺激】は、リフレクションポイントにおいて、リフクレションを促進する外部からの刺激

のことであり、プロジェクトの遂行が滞る、あるいは看護管理者が迷い、そこから転換を図る必要のあ

った場面において有用に働く。性質の異なる 3 つの刺激があげられる。 

①リフレクションの要素の補足・熟考を促す刺激は、自らの思考に必要な事実の不足に気づくことを

促す刺激である。②要素間の整合性や適切性の点検を促す刺激は、目標や実状とは整合しない、合理的

でない計画であることに気づくことを促す刺激である。さらに③看護の観点・役割からの適切性を促す

刺激は、看護の独自性・専門性に関わるために判断の優先順位に迷う状況で、看護管理者として明確に

重視すべき点を自覚することを促す刺激となる。 
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■病棟看護管理者版プロジェクト遂行事例集 

 

病棟看護管理者版組織変革プロジェクト遂行事例集 
 

 

目 次 

Ⅰ．人を育て変革する 

 

（事例１）高度先進医療の場に新人看護師を迎える準備をととのえる 

 

（事例２）能力差の大きい看護チームの中で新人を育てる 

 

（事例３）ジェネラリストナースの学習する能力の基盤づくり 

 

 

Ⅱ．看護実践を変革する 

 

（事例４）摂食嚥下ケアの標準化と院内関連部署との連携体制の構築…例として次ページに掲載した 

 

（事例５）退院支援促進に向けたスタッフの意識改革 

 

（事例６）施設における看護の基準を統一する 

 

（事例７）患者中心の安全管理体制の構築に向けた取り組み 

 

 

Ⅲ．看護することを中心とした組織文化の醸成に向けて 

 

（事例８）一人ひとりの対象者の看護に責任を持つことのできる看護チームづくり 

 

（事例９）責任ある看護サービスの提供に向けた看護師の自覚の促進 

 

（事例10）能力差の大きい看護チームにおける対立構造の改善 
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２）日本型看護教育―実践連携診断・評価ツールの開発と検証 

（１）背景 

看護学教育の高度化、看護系大学の急増に伴い、大学教育に相応しい臨地実習施設や実習指導者の

確保が困難になってきている。この問題は、看護学生の看護実践能力の低下、看護職の次世代育成機

能の低下につながり、さらに新人看護職の離職の増加、中堅看護師の疲弊、更なる実習施設・実習指

導者の不足と続く悪循環を招いている。このことは、新たな教育－実践連携へのニーズが発生してい

ることを示唆する。 

この新たな教育－実践連携へのニーズに応えるためには、現在の教育現場と実践現場の連携状態を

評価することが不可欠である。教育現場と実践現場の連携については、国内外で多様な取り組みや考

え方が示されているが、現在の日本における看護系大学の教育現場と実践現場の実態をふまえた連携

状態を評価するツールは存在しない。 

看護系大学が増加し、各大学が質の高い教育の提供に向けて独自の取り組みを進める中、教育現場

と実践現場の連携・協働に関わる課題は多様である。実習を展開する医療施設の特徴も多様であり、

大学側にとっても、実習施設側にとっても、互いの特徴を理解しつつ質の高い学習を保障する実習環

境の整備に向けて連携を強化することが今後さらに求められ、このためには自施設における連携状況

を評価するためのツールが必要である。 

 

（２）研究目的 

臨地実習における看護系大学と臨地実習施設との連携状況を把握するための評価ツール（以下、評

価ツールと略す）を開発する。 

  

（３）研究方法 

看護系大学（以下、大学と略す）と臨地実習施設（以下、病院と略す）の連携は、各大学や病院の

条件を反映して、多種多様な様相を呈するものであり、一概に何かの基準で良し悪しをつけられるも

のではない。そこで、各々の大学・病院が、現状をふりかえることができ、両者の連携をさらに推進

していていくためのコミュニケーションツールとして使用が可能なツールを開発することとした。 

また、様々なレベルでの連携があるが、影響力の観点から双方のトップ管理者が使うことのできる

ツールを開発することにした。さらに設置主体が同じであるかどうかは、連携に大きく影響すると考

えられ、まずは大学とその附属施設である大学病院での連携に焦点をあててツールを開発し、その内

容に基づいて、附属病院をもたない大学とその実習病院への適用可能性を確認する方針をとった。 

 

① 概念モデルの検討 

研究班での討議・文献をもとに、大学・病院間の連携状況を表す概念モデル（組織内の環境・個

人因子・組織文化・連携組織・連携過程・連携結果）を暫定的に作成した。 

 

② 連携実態に関するインタビュー調査・分析 

モデルの要素間の関係性を量的に検証する方法は大学数から考えて限界がある。そこで、新たな

視点となる現象の確認ができ、かつ概念間の関係を確認できる方法を検討した結果、看護系大学・

実習病院のトップ管理者に、連携実態に関するインタビュー調査を実施し、質的統合法（KJ 法）
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で分析した。質的統合法（KJ 法）は、KJ 法の基本原理と基本技術に準拠しており 1)、現場から取

材したバラバラな断片情報から、論理的な整合性をもった統一体として見事な全体像をあらわすこ

とができる 2）方法である。多数のラベルのグループ編成を繰り返し、ラベルのまとまりが 5～7 個

になった段階で最終ラベルとし、最終ラベルが最も合理的に説明される空間配置を見出し、シンボ

ルマークとして命名する。空間配置やシンボルマーク、下位のラベルの具体的な現象は、概念モデ

ルの修正と、試行版評価ツールの項目内容の検討に役立つと考えられた。 

 

③ 概念モデルの修正 

分析結果を参照し、概念モデルを修正した。 

 

④ 試行版評価ツールの作成 

概念モデルと②の結果をもとに、試行版評価ツールを作成した。 

 

⑤ 試行調査 

試行版評価ツールの妥当性についてインタビューによる試行調査を実施した。内容は、質問項目

の表現の適切性、内容の不足の有無、ツール活用の有用性であり、大学と実習病院のトップ管理者

は別々に対象者の施設にて、インタビューガイドを用いた半構造的インタビューを行った。 

 

⑥ 試行版評価ツールの修正 

調査結果を元に試行版評価ツールを修正し、評価ツールを完成した。 

 

 ⑦ 附属病院をもたない看護系大学とその実習病院への適用可能性の検証 

過去5年以内に本センター事業に応募もしくは推薦を行った附属病院をもたない看護系大学のト

ップ管理者と、その主たる実習病院のトップ看護管理者を対象に完成版評価ツールの適用可能性を

検証した。 

トップ管理者は学部長・学科長とし、完成年度を迎えていることを条件とした。実習病院は、基

礎看護や成人看護実習で多くの学生が行く、附属病院でない実習病院とし、トップ看護管理者は、

看護部長・実習を担う副看護部長相当とした。 

これまでの試行調査と同様に、大学と実習病院のトップ管理者は別々に対象者の施設にてインタ

ビューガイドを用いた半構造的インタビューを行った。インタビューでは、追加・修正が必要な質

問項目、該当しない・分かりにくい質問項目や、附属病院でない・附属をもたない看護系大学の連

携の現状にツールがマッチしているか、使用方法等について意見を聴取した。 

 

⑧ 倫理的配慮 

一連の研究過程は、千葉大学大学院看護学研究科倫理委員会の承認を得て実施した。インタビュ

ー調査、試行調査の対象者には郵送にて研究依頼を行い、同意書の返送をもって承諾を得た。 

 

（４）結果・考察 

① 概念モデル（暫定版） 

  作成された概念モデル（暫定版）を図１に示す。 
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（６）学会における成果発表 

 黒田久美子, 河部房子，小山田恭子，野地有子，若杉歩，池袋昌子，粟井直子，西山正恵，北池正：

看護系大学の臨地実習を受け入れる病院のトップ看護管理者に焦点をあてた看護教育―実践連携

評価ツールの開発，第 18 回日本看護管理学会学術集会抄録集，50，2014． 

第 18 回日本看護管理学会学術集会 2014 年 8 月 29 日、愛媛県看護協会愛媛看護研修センター 

30～40 名程度の参加者が集まり、以下のようなコメントを頂いた。 

「臨地実習先と大学をつなぐことは非常に重要であり、意義のある研究だと感じる。本ツール

を参考に使わせて頂きたい。」「附属以外の学校からも実習も受け入れている。附属病院でない施

設が利用できるツールが必要だと感じる。」「実習施設の確保は大変であり、現在も苦労している。

新しい施設と連携をとる際、どのように話をすすめていけばよいか戸惑うことがあったが、この

ようなツールがあると、話し合う際の手がかりとできてよいと思う。」 

尚、ポスター貼付場所にツールを自由に持ち帰られるよう設置し、発表時にも希望者に配布し

たところ、20 部近くをお持ち帰り頂けた。 

 

 河部房子，黒田久美子，野地有子，小山田恭子，上本野唱子，赤沼智子，池袋昌子，西山正恵，

粟井直子：看護系大学トップ看護管理者に焦点をあてた看護教育―実践連携評価ツールの開発，

日本看護教育学会第 24 回学術集会講演集，203，2014． 

第 24 回日本看護教育学会学術集会 2014 年 8 月 27 日、幕張メッセ国際会議場 

本示説の発表には、30 名程度の参加者が集まった。質疑応答では、図説した概念モデルと評価

ツールの質問構成の関係についてご質問を頂いた。また参加者の方より、「今回の発表を聞いて、

大変しっかりと手順を踏んでこのようなツール開発をされていることがわかり、非常に参考にな

った。現時点では、自分はこのようなツールを使う立場にはないが、どのような立場であっても

知っておく必要のある内容だと思う」というご意見を頂戴した。 

 

 Kawabe,F.,Noji,A.,Kitaike,T.,Kuroda,K.: Factors the Promoted Partnership and Collaboration 

between Nursing Schools and Training Hospitals: Case Study Analysis on Collaboration 

between Organizational Leaders ,The 9th International Conference,p147,2012. 

 

 河部房子，黒田久美子，野地有子，北池正，小山田恭子，上本野唱子，福本良之，若杉歩，池袋

昌子，西山正恵：看護系大学と実習病院との連携・協働を構成する要因に関する研究 組織長間

の連携に関する事例分析を通して，第 32 回日本看護科学学会学術集会講演集，513，2012. 

 

 小山田恭子，黒田久美子，河部房子，野地有子，北池正，上本野唱子，福本良之，若杉歩，池袋

昌子，西山正恵：大学と実習病院との組織間連携がもたらす指導者間の連携に関する事例分析，

第 32 回日本看護科学学会学術集会講演集，513，2012. 

 

引用文献 

１）山浦晴男：質的統合法入門 考え方と手順，第 1 版，まえがき，医学書院，2012 

２）山浦晴男：質的統合法入門 考え方と手順，第 1 版，120，医学書院，2012 
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２）看護学教育ワークショップ 

看護学教育ワークショップは、看護実践研究指導センターが平成 22 年度より独自事業として主催

している。本センターが、看護学教育研究共同利用拠点として認定されたためである。それ以前は、

文部科学省主催で実施されてきた経過がある。本ワークショップは、全国の看護系大学の看護学教育

カリキュラムに責任を持つ教員を対象とし、毎年設定されたテーマに関してグループ・ディスカッシ

ョンを行い、その成果を自大学の教育へと反映させることにより、全体として大学における看護学教

育の質向上を目指すことを意図するものである。 

ワークショップの企画において、メインテーマの設定がワークショップの成果を方向付けるうえで

重要となる。平成 23 年度以降、本プロジェクトを遂行する中で、看護系大学と実習病院との連携・

協働モデルの構築に向けた研究が進んだ。その中で、看護実践と教育の連携がますます重要になって

きており、具体的な方法の検討が求められた。そこで、平成 25 年度は、大学と臨床の連携について

検討した。また、看護教員の FD からのアプローチも求められることより、平成 26 年は、看護系大

学教員の職能開発とキャリア支援について検討した。 

 

平成 23 年度：教員の教育力、実践力、研究力、協働力を組織的に高める 

平成 24 年度：看護実践と教育の有機的連携に向けた看護系大学の取り組み 

－教育機能に焦点を当てて－ 

平成 25 年度：【続】看護実践と教育の有機的連携に向けた看護系大学の取り組み 

平成 26 年度：看護系大学教員の職能開発とキャリア支援 

～FD マザーマップの活用を通して～ 

 

各テーマに沿って基調講演、特別講演、グループワーク等で 3 日間にわたり検討した。 

平成 25 年度は、基調講演として、日本看護系大学協議会高等教育行政対策委員会前委員長の正木

治恵氏より「臨床と大学をつなぐ看護学教育者養成について～日本看護系大学協議会調査結果より」

と題して、2 つの調査結果についてご紹介いただいた。特別講演として、滋賀医科大学医学部附属病

院看護臨床教育センター長・准教授の澤井信江氏より「臨床から見た看護学教育における臨床と大学

の連携について」と題して講演いただいた。グループ別検討テーマは３つ設けられ、①臨床実習にお

ける臨床と大学の連携について、②講義・演習における臨床と大学の連携について、③実践研究およ

び研究成果の応用における臨床と大学の連携についてであった。 

平成 26 年度は、基調講演として、国立教育政策研究所高等教育研究部部長の川島啓二氏より「看

護系大学教員キャリアの構造と課題」～FD マザーマップの枠組みから～と題して、FD マザーマップ

をご紹介いただきながら、FD のトータルデザインにつながる講演をいただいた。特別講演として、

慶応義塾大学キャリアリソースラボ名誉教授、一般財団法人 SFC フォーラム代表理事の花田光世氏

より「看護系大学教員の職能開発とキャリア支援」と題して講演いただいた。2 日目には、基礎ワー

クショップ「FD マザーマップによる自己診断」、発展ワークショップ「マザーマップを用いた FD 企

画」、ワールドカフェ検討テーマ「看護系大学教員のキャリア開発および看護 FD の現状と課題、そ

の解決方法（工夫やアイディア）」を実施した。 
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ング等がないと進捗しない状況だった。意識的な時間管理・スケジュール管理が必要である。 

 プロジェクト計画や進捗状況の複数グループでの共有・意見交換 

   他のグループとの共有を求める声があった。他のグループに進捗報告をすることは、スケジュー

ル管理、時間管理を意識することにつながるため、センター教員とだけのミーティングではなく、

複数グループでの共有・意見交換の場を設けることも有用と考えられた。 

 

（６）開発した課題解決プロジェクト型研修プログラム 

 ①対象者：臨地実習に関連した課題をもつ看護系大学教員と臨地実習施設指導者の組（ペア）で、看

護系大学、臨地実習施設の両機関の管理者がプロジェクトの実施を承諾している者。 

 ②実施期間：プロジェクトは 2 年間で行い、センタープロジェクトとして、年度ごとに応募する。 

③研修内容：研修に必要な内容を 2 年間の研修プログラムに位置づけた。次頁図１に示す。 
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